
部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

15

適正である

令和2年度は新型コロナウイルス感染症により各種事業の実施が難しかった。例年、幼稚園や学校のほか、地区ＰＴＡ
やシニアクラブにおいても交通安全教室を開催しているが、限られた地区のみとなっており地域により意識の差があ
る。また、高齢者が関わる事故が多いことが課題となっている。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

各年代に合わせた交通安全教育を地道に続けていくことで、市民の交通安全意識の向上を図る。
・幼児、児童の幼少期から交通ルール、交通マナーを身に着けるため、保育園や学校等での交通安全教室や啓発活動
を継続していくほか、子どもを交通事故から守る交通安全推進員と連携し、より多くの地域でも取り組みがされるよ
う呼び掛けていく。
・高齢者の交通事故防止の啓発活動として実施している出張講座について、交通安全教育支援センターから講師を招
く等、実施方法を見直し、多くの地区で実施されるよう努める。また、運転免許の自主返納を促すため、令和3年４月
からタクシー回数券の交付もできるよう運転免許自主返納支援事業の支援内容の充実を図った。

3 18

評価理由

交通安全対策は地道な啓発活動の積み重ねが必要であり、事業を継続的に実施していくことが必要不可欠
である。引き続き、市交通指導員や警察署、交通安全協会等と連携した啓発活動、街頭指導を通じ、市民
一人一人の交通安全意識の高揚と、交通ルールの遵守と交通マナーの向上を図り交通事故の防止に努める
必要がある。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 2 2 3 2

（指標①）
　地道な啓発活動により交通安全意識が高まっている。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 普通 普通 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

２．数値で表せない効果

57 51 111.8% 50

県民交通災害共済加入率 ％ 72 70 69 75

交通事故（人身）発生件数 件 64 51

92.4% 75

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度

シートベルト・チャイルドシート調査 回 5 3 2 3 66.7% 3

達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

1 22 4.5% 22

交通安全街頭指導 回 14 15 17 14 121.4% 15

5,202,770 円 4,921,970 円 5,141,480 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度

交通安全教室 回 22 22

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

市民の交通安全意識の高揚や交通安全を確保するため、啓発活動・道路環境整備等の総合的な交通安全施策の実施
　・交通安全に係る広報、街頭指導の実施　・交通安全教室の開催、交通安全推進市民大会の開催
　・長野県県民交通災害共済加入促進　　　他

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 5,202,770 円 4,921,970 円 5,141,480 円

財源
内訳

特定財源 円 円 円

一般財源

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

市民の安全で快適な生活の実現に寄与する。 交通ルールを守り、交通事故にあわない・おこなさい
という市民の交通安全意識を高め、交通事故防止を図
る。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 77

施 策 目 標 市民生活の安全の確保

施 策 項 目 　交通安全対策の推進

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 交通安全対策費

会 計 一般会計 2 1 6

担 当 課 民生 市民 消費生活･交通安全 事務事業№ 12161



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

17

適正である

相談内容が多様化、複雑化しており被害も後を絶たない。相談業務に加えて消費者教育への取組強化が必要である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

警察、防犯協会等と連携しながら詐欺被害防止の啓発を行っていく。特に、高齢者の被害防止のため、シニアクラブ
と連携した消費者教育（出前講座）を実施する。

3 18

評価理由

消費者の保護の観点から今後も継続して実施する必要性が高い。
大北圏域の広域連携により、消費生活センターの運営に係る経費の節減が図られ、効率的な運営ができ
ている。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 2 3 3

（指標①）啓発や助言を行うことで、被害を未然に防ぐことができる。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 普通 重複なし 高い

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

２．数値で表せない効果

2 0 0特殊詐欺等被害件数 件 1 2

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度 達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

218 270 80.7% 210

出前講座 回 2 2 0 2 2

390,882 円 704,600 円 428,440 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度

相談件数 回 275 277

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

・消費生活相談窓口の設置、運営
・正しい消費者知識の普及と消費者トラブルに対する消費者意識の啓発

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 4,228,595 円 4,248,920 円 3,443,865 円

財源
内訳

特定財源 3,837,713 円 3,544,320 円 3,015,425 円

一般財源

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

・消費生活相談窓口の設置により、消費者トラブルの解消
及び正しい消費者知識の普及、消費者意識の啓発を行うこ
とで、消費者の被害防止及び保護を図る。

・啓発・広報活動及び消費者教育を通して，悪質商法
などによる消費者被害や契約トラブルなどを未然に防
ぎ、安心安全な消費生活の確保を図る。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 77

施 策 目 標 市民生活の安全の確保

施 策 項 目 　消費生活運営事業

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 消費生活センター運営事業

会 計 一般会計 2 1 6

担 当 課 民生 市民 消費生活･交通安全 事務事業№ 12164
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頁
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②

③
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15

適正である

　令和２年度から子どもの医療費を１８歳到達年齢の年度末まで拡大した。R2年度は、新型コロナウイルス感染症の
影響により受診控えがあったため、事業費が減少しているが、今後の給付額の動向を注視していく必要がある。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　年齢拡大後の給付状況の分析を行い、コンビニ受診などの影響により給付額の大幅な増額がある場合は、適正受診
を促す広報などを実施する。

3 18

評価理由

・市民ニーズが高く、障がい者、子育て世代への支援に寄与する事業。
・障がい者や母子家庭等所得の低い方も、安心して医療を受けられる環境が整備できている。
・事業のうち一部対象者は、県の補助事業であり、県下統一されている。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 2 2 2

（指標①）受給対象者の医療費負担の削減による子育て支援、障害者等福祉の向上が図られている。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 普通 一部重複 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

支給額（母子等） 千円 10,825 10,256 8,312 - - -

２．数値で表せない効果

49,758 - - -

支給額（障がい者） 千円 133,531 137,600 129,039 -

支給額（子ども） 千円 58,054 56,622

- -

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

支給件数（母子等） 件 4,217 4,035 3,183 - - -

達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

25,586 - - -

支給件数（障がい者） 件 34,226 35,495 33,249 - - -

127,711,228 円 146,990,702 円 135,316,170 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

支給件数（子ども） 件 32,193 30,129

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

　医療機関に受診した後、約３か月後に保険診療分の窓口自己負担相当額を給付する。
　給付時には１レセプト当たり５００円を自己負担として差し引く。
　対象区分によって、県の２分の１補助制度がある。それ以外は市の単独事業として実施。
　高校卒業までの子ども医療費は現物給付方式より、保険医療機関等の窓口で月５００円のみを支払い受診でき
る。

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 221,641,585 円 223,252,969 円 205,035,178 円

財源
内訳

特定財源 93,930,357 円 76,262,267 円 69,719,008 円

一般財源

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　子ども、障がい者、母子・父子家庭の福祉医療受給者を
対象に医療費を給付する。

　福祉医療受給者の医療費の負担軽減を行うことによ
り、安心して医療を受けられる環境を確保する。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64,73

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　安心して受けられる医療の確保

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 福祉医療給付一般経費

会 計 一般会計 3 1 6

担 当 課 民生 市民 国保年金 事務事業№ 13162



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 上原の湯管理費

会 計 一般会計 4 1 1

担 当 課 民生 市民 消費生活･交通安全 事務事業№ 14115

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　市民の健康保持増進の拠点として、コミュニティセン
ター「上原の湯」を管理、運営する。

・市民同士のふれあいを深めつつ、コミュニティの振
興を図る。
・市民の健康保持増進

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 65

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

　指定管理者制度により、コミュニティセンター「上原の湯」の管理、運営を指定管理者に委任する。
指定管理者を指導及び監督し、効果的、効率的な施設の管理、運営を行わせる。

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 8,980,472 円 8,564,794 円 9,570,847 円

財源
内訳

特定財源 円 円 円

一般財源 8,980,472 円 8,564,794 円 9,570,847 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

開館日 日 341 342

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

320 341 93.8% 341

目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 達成率 次年度（R３）

（％）

60,470利用者数 人 63,202 60,150 87.0%

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

２．数値で表せない効果

有効性 効率性 今
後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 普通 重複なし 普通

52,624 60,470

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

令和2年度

令和2年度

16

適正である

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、利用者数は当初の目標を大きく下回る状況となった。ま
た、今後、利用者の高齢化に伴う利用者数の減少も懸念される。引き続き、感染防止対策を徹底し安心、安全な施設
運営と、幅広い年代からの利用増を図る必要がある。
・経年劣化による施設の老朽化が進み、突発的な緊急修繕が発生しており、計画的に修繕を実施していく必要があ
る。
改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・人口減少により市民の利用減少は避けられないため、市外からの誘客にも力を入れていく。引き続き、市内のほか
周辺の観光案内所、店舗等へのチラシ配布、雑誌への掲載など、施設の知名度向上と誘客に取り組む。また、シニア
層だけでなく、全年齢層からの利用増に向けた魅力ある自主事業の実施に取り組む。
・建築から１６年を経過する施設であり、優先順位をつけて計画的に施設の修繕を実施していく。

3 18

評価理由

指定管理者制度により、民間の能力を活用した施設の運営、サービスの向上に努め、自主事業を通じて
コミュニティの振興と市民の健康保持増進を図っている。また、施設には予約制の介護用浴室を設けて
おり、年々利用者数が増加している現状から、施設の必要性、市民ニーズは高い。
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症により、臨時休館を設け、また密を避けるために利用を控え
ていただく呼びかけを行うなど、指定管理者と連携して安心、安全な利用に向け感染防止対策の徹底に
努めている。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 2 3 2

（指標①）

【事業の評価】

評
価

項目
必要性



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

18

適正である

・MR（麻しん・風しん混合）予防接種については、国は麻しん及び風しんの感染力が強いため、接種率９５％を目
指しているところである。当市においては、令和元年度に導入した「おおまち子育てアプリ」のプッシュ機能通知を
活用し、接種忘れを予防している。
・ロタウイルスの定期接種が令和元年10月から開始となり、保護者の予防接種に係るスケジュール管理が更に煩雑と
なることから、予防接種事故防止が課題となる。
改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・新生児訪問時に保護者への啓発を行い、また「おおまち子育て応援アプリ」の活用など、自身でスケジュール管理
が行えるよう支援を継続する。
・未接種者には、継続した接種勧奨を行う。
・予防接種の事故防止を図るため、医療機関との連携を強化する。

3 18

評価理由

・A類予防接種については、誰もが受けるべき予防接種であり、かつ、公費負担とされている。市町村
は、接種の勧奨をしなければならない。
・B類予防接種については、接種義務はないものの、り患やまん延を防止する必要がある。市町村に、接
種の勧奨義務はない。
・任意予防接種（インフルエンザ）については、高校入試や大学入試の時期とインフルエンザのまん延
期と重なることから、子ども達の努力を最大限に発揮してもらうため、接種費用の一部の交付負担を行
うことは、市が子ども達を応援する観点から大切と考えられる。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 3 3 3

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 高い 重複なし 高い

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

アプリ登録者数 人数 - 213 314 250 125.6% 250

２．数値で表せない効果

87 100 87.0% 100

MR２期 接種率 ％ 88 85 72 95

MR1期 接種率 ％ 98 91

75.8% 95

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

アプリ活用勧奨 回 - 8 8 12 66.7% 8

達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

1 2 50.0% 2

MR２期 受診勧奨 回 1 2 1 2 50.0% 2

60,777,532 円 56,797,173 円 73,200,419 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

MR1期 受診勧奨 回 1 2

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

・A類疾病（ジフテリア、結核、百日せき、急性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、破傷風、水痘、Hib感染
症、
　小児の肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症、B型肝炎、ロタウイルス）の予防接種
・B類疾病（インフルエンザ、高齢者の肺炎球菌）の予防接種
・インフルエンザ任意予防接種　・風しんの追加的対策に係る抗体検査等

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 60,777,532 円 58,271,173 円 76,406,419 円

財源
内訳

特定財源 円 1,474,000 円 3,206,000 円

一般財源

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

・予防接種法施行令に定める対象者
・インフルエンザの任意接種については、中学３年生及び
高校３年生相当の者

　伝染病のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防
し、公衆衛生の増進に寄与する。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 予防接種費

会 計 一般会計 4 1 2

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14121



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

17

適正である

・妊娠届時の個別面接により、妊婦の状況を把握し、妊娠期から出産後も継続した切れ目ない支援を実施。
・身近に育児の経験者が少ないことや情報化社会等により、育児への不安や悩みを抱える方が増えていることから、
様々な相談機会や育児等実際の方法を学ぶ機会が必要である。
・育児についての総合相談窓口の明確化と子育てに関わる関係者間での課題の共有や連携の強化を図ることが重要
・コロナ禍の令和２年度は、育児の孤立化が顕著となった。
改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・育児への不安や悩みを軽減するためにも、気軽に相談できる場や先の見通しが持てるよう学習の機会を提供してい
くとともに、子育てに必要な力の向上を支援する。
・さらに子育て世代包括支援センターや関係機関との定例会の開催等により現状を把握・課題を共有し、役割分担を
しながら一体的・継続的な支援体制を強化していく。
・育児の孤立化を防ぐため、産後ケアの拡大（通所事業所の増）や、産婦が気軽に集える場の構築（フリースペー
ス）を検討。

3 18

評価理由

・市民ニーズが高く、障害者、子育て世代への支援に寄与する事業。
・障害者や母子家庭等所得の低い方も、安心して支援を受けられる環境が整備できている。
・事業のうち一部対象者は、県の補助事業であり、県下統一されている。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 3 3 2

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 高い 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

離乳食教室 参加率 ％ 55 42 52 70 73.9% 70

２．数値で表せない効果

95 100 95.0% 100

2・10ヵ月相談 受診率 ％ 92 89 93 100

新生児訪問実施率 ％ 94 93

92.8% 100

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

離乳食教室参加者数 人 131 111 118 120 98.3% 120

達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

124 130 95.4% 130

2・10ヵ月相談 人数 人 259 269 247 250 98.8% 250

2,998,825 円 6,396,341 円 7,256,862 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

新生児訪問数 人 129 137

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

・母子健康手帳交付・妊産婦相談・両親学級・新生児訪問・育児相談・２か月児相談・離乳食教室
・１０か月児相談・心理相談・不妊治療助成事業・小児期からの生活習慣病予防事業
・妊娠出産育児の切れ目ない支援事業・母乳相談等助成事業・産後ケア事業・育児支援ヘルパー派遣事業・育児支援カウン
セリング相談事業

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 7,998,825 円 8,869,341 円 11,288,762 円

財源
内訳

特定財源 5,000,000 円 2,473,000 円 4,031,900 円

一般財源

個 別 計 画 ・健康増進計画（中間評価・見直し）　・第３次食育推進計画 37　他
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

・保護者に対する妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援に
より、育児の悩みや不安の軽減を図るととも、子どもの育つ力
を支える育児力の向上を支援する。
・小児期からの生活習慣病予防の取組みにより、生活習慣病を
予防する。

・育児の悩みや不安の軽減
・育児力の向上
・早期からの生活習慣病予防

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64,73

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 母子保健事業

会 計 一般会計 4 1 3

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14133



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 子育て世代包括支援センター事業

会 計 一般会計 4 1 3

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14135

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　妊産婦に対し、母子保健施策と子育て施策との一体的な
提供を通じ、妊産婦及び乳幼児の健康保持及び増進に関す
る包括的な支援を行う。

　妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提
供する体制を構築する。また、支援により悩みを抱え
る妊産婦等を早期に発見し、相談支援に繋げ、児童虐
待の予防や早期発見に資する。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 結婚・出産・子育て支援の充実

施 策 項 目 　妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

主
な
業
務
内
容

①妊産婦及び乳幼児等の実情把握　　②妊娠・出産・育児に関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助言・
保健指導　　③支援プランの策定　④保健医療又福祉の関係機関との連絡調整

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 1,317,552 円 2,262,618 円 2,470,786 円

財源
内訳

特定財源 936,000 円 1,488,000 円 1,454,000 円

一般財源 381,552 円 774,618 円 1,016,786 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

訪問・電話・来所相談回数 回 81 257

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

297 - -

関係機関訪問（健診会場・保育園等） 回 - 164 191 120 159.2% 150

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

16 - -支援プラン 回 3 10

２．数値で表せない効果

（指標①）　①妊産婦及び乳幼児の健康保持及び増進　　②児童虐待の予防及び早期発見

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 高い 一部重複 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

16

適正である

・平成３０年１０月に開所したが、認知度が低いことから、引き続き、乳幼児健診や保育園を通じて周知を図る必要
がある。
・母子施策と子育て支援施策を一体的に実施するが、各機関の方針と一致させる必要がある。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　周知については、出生届出時や健診事業の機会を捉え、随時に案内を実施する。支援体制の整備については、定期
的な巡回や関係機関の事業への参加等により、日頃からの連携を高める。

3 18

評価理由

・市民課で実施している母子施策と子育て支援課で実施している子育て支援施策を、一体的に提供する
ことから、他事業との重複を生じる。センター設置の趣旨からすると、重複するべきものである。
・国は、センターの設置を求めており、妊産婦及び乳幼児の健康保持及び増進並びに児童虐待の予防及
び早期発見のために、重要な機関である。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 3 2 2



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 健康増進事業

会 計 一般会計 4 1 4

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14141

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　市民に対し、疾病の早期発見と正しい知識の普及及び啓
発を図る。

　市民の健康保持及び増進を図る。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64,65

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

・市内各地区で開催する健康相談、健康教育
・訪問指導　　　・健康手帳の配布         ・歯周病検診　　・骨粗鬆症検診
・肝炎ウイルス検診　　　・健康増進法健診　　・先取り健診

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 6,446,206 円 6,463,712 円 4,904,008 円

財源
内訳

特定財源 2,581,500 円 2,347,000 円 2,082,300 円

一般財源 3,864,706 円 4,116,712 円 2,821,708 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

健康教育実施 回 105 85

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

4 140 2.9% 85

健康相談実施 回 31 21 4 50 8.0% 20

-

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

71 1,600 4.4% 1,100

健康相談参加者 延べ人数 332 212 71 450

健康教育参加者 延べ人数 1,571 1,127

15.8% 200

-

２．数値で表せない効果

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 普通 一部重複 高い

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

17

適正である

・若い世代における生活習慣病予防に対する意識が低く、かつ、健康教育・健康相談の機会が少ない。
・歯周病検診については現在３０歳以降の年齢で実施をしているが、意識が低い。生涯にわたり歯・口腔の健康を守
るためには若い年代からの歯周病予防が重要である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・健康教育に関しては、早期からの生活習慣病予防が大切であることから、若い世代、特に乳幼児を持つ母親を対象
として、「食」を通じた健康づくりを推進する。
・生涯にわたり歯・口腔の健康を守るため、歯科医師会と連携し、乳幼児を持つ母を主たる対象とし、生涯を通じた
口腔ケアの重要性を啓発していく。

3 18

評価理由

　健康増進法に基づく事業であり、実施することは法定である。一部において、地域包括支援センター
が実施する介護予防教室と重複するところであるが、今後、保健衛生と介護予防の一体化事業として行
われる。（令和６年度までには、全ての市町村において実施が義務付け）

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 3 2 3



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 がん検診事業

会 計 一般会計 4 1 4

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14142

個 別 計 画 第２次健康増進計画中間評価・見直し 20
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　市民に対し、疾病の早期発見と正しい知識の普及および
啓発を行う。

　市民の健康保持増進を図る。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

・各種がん検診
　　胃がん検診（バリウム・カメラ）、大腸がん検診、肺がん検診（レントゲン、CT）
　　乳がん検診（超音波・マンモグラフィ）、子宮頸がん検診、前立腺がん

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 14,138,523 円 14,580,543 円 13,593,284 円

財源
内訳

特定財源 1,374,000 円 1,394,000 円 1,156,500 円

一般財源 12,764,523 円 13,186,543 円 12,436,784 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度

肺がん検診受診者数 人 706 646

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

516 800 64.5% 800

大腸がん検診受診者数 人 602 541 521 800 65.1% 800

乳がん検診（超音波・マンモ受診者数 人 434 394 337 480 70.2% 480

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和2年度

15.2 30.0 50.7% 30.0

大腸がん検診受診率（40～69歳） ％ 17.7 15.8 15.3 30.0

肺がん検診受診率（40～69歳） ％ 20.7 18.9

51.0% 30.0

乳がん検診受診率（40～69歳） ％ 33.2 31.3 27.2 40.0 68.0% 40.0

２．数値で表せない効果

（指標①）受給対象者の医療費負担の削減による子育て支援、障害者等福祉の向上が図られている。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 高い 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

17

適正である

・がん検診の受診率については、国の目標値である50％を達成していない状況である。受けやすい体制づくりや受診
勧奨を行っているが、受診率の大幅な増加に繋げることが難しい。ただし、市の検診を受診していなくても人間ドッ
クや医療機関等で受診している場合が多い。国保人間ドック受診者のがん検診受診状況について確認すると、胃・大
腸・肺がんは受診率にして10％程度、乳房・子宮頸がんは２％程度である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・近年、人間ドックの受診者が増えていることから、国保人間ドックにおけるがん検診の受診状況を、引き続き把握
していく。
・若い年代の受診者が多かった子宮頸がん集団検診を継続実施していく。
・民間企業との連携協定により、民間のノウハウを活用し、受診率の向上を図る。

3 18

評価理由

　健康増進法第19条の2に基づく事業であり、市民の健康増進のためには不可欠である。実施方法につ
いても、検診車による集団検診と医療機関委託による個別検診であり、有効性、効率性ともに高いと考
えられる。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 3 3 2



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 精神保健事業

会 計 一般会計 4 1 4

担 当 課 民生 市民 中央保健センター 事務事業№ 14147

個 別 計 画 第2次大町市健康増進計画（中間評価・見直し）、大町市いのちを守る推進計画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

・市民に対し、精神保健に関する知識を広く普及・啓発す
る。
・様々な関係機関が連携し、生きることの包括的支援を実
施する。

・自らの心の健康について関心を持ち、心の健康を維
持するための取組みにつなげる。
・関係機関と連携し、生きるための阻害要因を減ら
し、生きるための促進要因を増やすことにより、自殺
対策につなげる。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 65

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

・相談指導及び訪問指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・いのちを守る推進計画策定
・健康教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・有線放送等を活用した啓発活動
・こころ・法律・仕事の「なんでも相談会」開催（北アルプス連携自立圏事業）
・ゲートキーパー養成講座の開催　　　　　　　　　　　　　　　・ﾒﾝﾀﾙﾁｪｯｸシステム「こころの体温計」事業
・「SOSの出し方教育」の実施

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 301,075 円 246,277 円 307,124 円

財源
内訳

特定財源 94,000 円 122,000 円 200,000 円

一般財源 207,075 円 124,277 円 107,124 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

ゲートキーパー養成講座開催 回 1 1

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

1 2 50.0% 2

連携相談会開催 回 - 1 1 1 100.0% 1

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

19 50 38.0% 50

相談・訪問指導・電話相談 延べ人数 605 801 573 550

ゲートキーパー養成講座開催 延べ人数 50 21

104.2% 550

２．数値で表せない効果

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 普通 高い 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

16

適正である

・対処療法的な支援（本人からの訴えがあって、支援が始まる。）が中心であり、予防的な施策は啓発だけである。
・各相談窓口での相談が、その部門限りで終了する場合があり、他部門との連携が難しい、又は連携の必要性に気付
けない。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

・予防的な施策として、心の悩みや不安が重症化する前に、周囲へSOSが出せるよう「SOSの出し方に関する教育」
を実施。
・専門職が一同に会し、連携して支援が行える相談会を開催する。また、相談を担当する職員のスキルが向上するよ
う、ゲートキーパー養成講座を開催する。

3 18

評価理由

　令和２年度に策定した「いのちを守る推進計画」に基づき、相談支援・訪問指導・電話相談に加え、
なんでも相談会（北アルプス連携自立圏事業）、ゲートキーパー養成講座、SOSの出し方教育、こころ
の体温計事業を実施することにより、生きるための阻害要因を減らし、生きるための促進要因を増や
し、もって自殺対策を図る。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 2 3 3 2



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 後期高齢者健診事業

会 計 一般会計 4 1 1

担 当 課 民生 市民 国保年金 事務事業№ 141111

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　後期高齢者医療加入者に健康診査を自己負担無料で実施
する。
　後期高齢者医療加入者に人間ドックの費用の一部を助成
する。

　生活習慣病の重症化予防、フレイル予防を図り、高
齢期における健康維持増進及び自立した生活を送るた
めの支援を行う。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

　後期高齢者医療加入者に健康診査（血圧測定、身体測定、血液検査、検尿、診察）を自己負担無料で実施す
る。
　後期高齢医療加入者が人間ドックを受診した場合、費用の一部（日帰り10,000円、1泊2日20,000円）を助
成する。

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 11,214,688 円 10,838,659 円 10,158,006 円

財源
内訳

特定財源 8,195,255 円 7,988,696 円 7,229,310 円

一般財源 3,019,433 円 2,849,963 円 2,928,696 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

健康診査受診者数 件 747 724

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

659 - - -

人間ドック助成件数（日帰り） 件 234 239 223 - - -

人間ドック助成件数（1泊） 件 25 17 17 - - -

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

- - -

-

1人当たり医療費増加抑制 円 858,202 860,046

- -

- - -

２．数値で表せない効果

（指標①）1人当たり医療費の増加率を県平均より低くする。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 高い 普通 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

15
改善の余地あり

　保健指導が必要な人と、担当する保健師等の人数のアンバランスにより、必要な人全てに指導ができていない状況
である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　令和3年度から「保健事業・介護要望の一体化実施」がスタートした。福祉課、保健センターとの連携により事業
をスタートさせている。
　健診結果を基に、対象者を抽出し、保健師・管理栄養士による訪問指導を行う。実施に当たっては、必要に応じて
かかりつけ医や医療機関等との連携を図る。

2 18

評価理由

　高齢化が進む中、生活習慣病予防、フレイル予防により自立した生活を送る高齢者を支援する事業
で、医療費適正化の観点からも重要。
　後期高齢者医療加入前に加入していた保険者でも、健康診査や人間ドックの助成を実施している場合
が多く、市民ニーズも高い。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 3 2 3 2



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 保健衛生費

会 計 国民健康保険特別会計 6 2 1

担 当 課 民生 市民 国保・年金 事務事業№ 206211

個 別 計 画 大町市特定健診等実施計画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

・被保険者に自身のかかった医療費の総額が分かる医療費
通知と後発医薬品（ジェネリック医薬品）利用差額通知を
発送。
・被保険者のうち人間ドック受診者に費用の一部を助成す
る。

・医療費の総額や後発医薬品の利用差額通知により制
度に対する理解を深め、医療費の削減につなげる。
・人間ドックの助成は、被保険者の健康保持・増進を
図ることを目的にしている。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

主
な
業
務
内
容

・医療費通知…年３回、被保険者に医療機関にかかった時の総医療費をお知らせしている。
・後発医薬品利用差額通知…年２回後発医薬品に切り替えた場合の差額をお知らせしている。
・人間ドック助成事業…日帰り及び１泊２日人間ドック、脳ドックを受診した被保険者に対する助成
【助成額】人間ドック　64歳以下 日帰り 20,000円、1泊2日 30,000円、単独脳ドック 18,000円

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 16,521,165 円 16,691,591 円 13,660,253 円

財源
内訳

特定財源 4,098,778 円 4,786,513 円 4,453,000 円

一般財源 12,422,387 円 11,905,078 円 9,207,253 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

日帰りドック 件 642 642

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

524 650 80.6% 650

1泊2日ドック 件 28 30 22 30 73.3% 30

脳ドック 件 10 6 5 10 50.0% 10

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 速報値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

392,664 - 400,0001人当たり医療費 円 380,364 397,867

２．数値で表せない効果

（指標①）当市1人当たり医療費は、県平均より高額であることから、今後県平均との差を縮めていく。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 普通 高い 普通 重複あり 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

13

適正である

　人間ドックの助成は、市単独事業となっており、財源の確保が課題である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　人間ドック受診者のうち、特定保健指導が必要な人に対して保健指導を実施し、保健指導に対する補助金確保に努
める。また、人間ドックは特定健診の受診率にも算定できることから、事業を継続するとともに、助成額の設定につ
いて検討を進めていく。

3 18

評価理由

　医療費通知は、確定申告時の医療費控除にも活用されていること、被保険者に自身の受けた医療にか
かる費用の総額を知ることで、健康の大切さや制度に対する理解を深めていただくことに寄与してい
る。（国、県補助有）
　後発医薬品利用差額通知は、後発医薬品に切り替えた場合の差額をお知らせすることで、被保険者の
一部負担金軽減と国保医療費の削減を目的としている。（国、県補助10/10）
　人間ドックの助成は、被保険者のニーズも高く、被保険者の10％以上の人が利用している現状であ
る。特定健診の受診率に算定もでき、被保険者の健康保持増進を図っている。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 2 3 2 1 2



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

15

適正である

　健診受診率向上が求められており課題となっている。特に４０～50歳代の受診率が低い傾向にあり、この世代の受
診率向上が必要である。

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　国保加入時に窓口にて、特定健診の説明を行った上で、受診方法（集団・個別・人間ドック等）を聴取し、保健セ
ンターと連携して受診券を発行している。
　４０歳になる被保険者に対して、最初の特定健診を受けてもらう動機づけのため、大町市の商品券を交付する事業
を実施する予定。

3 18

評価理由

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づく実施義務。
　生活習慣病のリスクを保有する被保険者の保健指導を実施し、生活習慣の改善を促すことで生活習慣
病の予防と重症化を防ぎ、医療費の適正化と被保険者の健康増進に寄与する。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 3 2 2 3 2

（指標①）

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 高い 普通 普通 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

２．数値で表せない効果

未確定 50.0 50.0

特定保健指導率 率 63 64 未確定 69.0

特定健診受診率 率 49 49

70.0

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度 達成率 次年度（R３）

（％） 目標値

未確定 2,500 2,500

円 円 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

受診者数 人 2,383 2,242

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

主
な
業
務
内
容

　特定健診（診察、身長・体重・腹囲、血液検査、尿検査）の実施
　特定保健指導及びそれ以外の保健指導の実施
　健診結果報告会の実施

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 21,444,222 円 19,668,487 円 24,171,325 円

財源
内訳

特定財源 21,444,222 円 19,668,487 円 24,171,325 円

一般財源

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　大町市国民健康保険加入者に対し、特定健康診査及び保
健指導を実施する。

　特定健診により生活習慣病を発症するリスクの高い
者を明確にし、保健指導により生活習慣の改善に向け
た働きかけをすることで、被保険者の生活習慣病発症
予防・重症化予防を充実させるとともに、医療費の伸
びを抑制し、国保財政の健全運営を図る。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　健康づくりの推進

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 特定健診・保健指導事業

会 計 国民健康保険特別会計 6 1 1

担 当 課 民生 市民 国保・年金 事務事業№ 206111



部 課 係

款 項 目

頁

頁

①

②

③

①

②

③

事務事業評価調書

事 務 事 業 名 高額療養費貸付金

会 計 国民健康保険特別会計 9 3 1

担 当 課 民生 市民 国保・年金 事務事業№ 209311

個 別 計 画
事
務
事
業
の
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

　被保険者のうち、高額な医療費がかかる見込みの人に医
療費の貸付を行う。元金として高額療養費を後日充当す
る。

　手術等で高額な医療費がかかる人（特に国保税未納
者）に対して、医療の貸付を行い、安心して医療が受
けられる環境を確保する。

総
合
計
画

まちづくりのテーマ 第３節_だれもが健康で安心して暮らせるまち 前期計画登載頁 64

施 策 目 標 健康で長生きできる社会の実現

施 策 項 目 　安心して受けられる医療の確保

主
な
業
務
内
容

・高額な医療費がかかる被保険者からの医療費の相談受付
・高額療養費貸付金制度の案内及び受付
・医療機関からの請求に基づき、医療機関へ支払い
・高額療養費の算定後、貸付金を元利収入として返金

【事務事業の実績】

事
業
費

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総事業費（決算額） 2,337,000 円 392,379 円 3,367,950 円

財源
内訳

特定財源 2,337,000 円 392,379 円 3,367,950 円

一般財源 円 円 円

活
動
指
標

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

高額療養費貸付件数 件 25 12

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

15 - -

達成率 次年度（R３）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

１．数値で表せる指標 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度

２．数値で表せない効果

（指標①）国保税未納者が高額な医療にかかる件数により左右されるので、成果を表すべきものではない。

【事業の評価】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性

成
果
指
標

評価 普通 低い 普通 重複なし 普通

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続

13

適正である

　特になし

改善の方法等（上記の課題をふまえ次年度以降に実施する具体的な改善の内容）

　特になし

3 18

評価理由

　入院等で高額な医療がかかる場合、本来限度額適用認定証により被保険者が負担すべき限度額まで医
療機関の窓口で払う制度があり、通常その制度を利用し、高額な一部負担金は払わなくて良い仕組みが
ある。高額療養費貸付金を利用する人は、限度額適用認定証の申請漏れのほか、主は国保税未納世帯の
被保険者である。
　国保税未納世帯の被保険者に対しては、負担と給付の公平性の観点から限度額適用認定証を交付せ
ず、高額な医療費がかかる場合は、国保税の納税相談とともに高額療養費貸付制度を案内している。

【具体的な課題と改善】
事業に対する課題について（目的に対する現状など）

点数 2 1 2 3 2
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